
 

平成 27年４月 10日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 Ａ Ｎ Ａ Ｐ 

代表者名 代表取締役社長    家髙 利康 

（コード：３１８９） 

問合せ先 執行役員財務経理部長 名和 俊輔 

ＴＥＬ．０３-５７７２-２７１７ 

 

 

特別利益(役員退職慰労引当金戻入額)、特別損失(減損損失)の計上、 

繰延税金資産の取崩し及び業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 27年４月 10日開催の取締役会において、役員退職慰労引当金を取崩すことを決

定いたしました。また、平成 27 年８月期第２四半期決算において、特別損失(減損損失)の計上、

繰延税金資産の取崩しを行うとともに、最近の業績動向を踏まえ、平成 26年 10月 10 日に公表

いたしました平成 27年８月期(平成 26年９月１日～平成 27年８月 31日)の業績予想を修正いた

しましたので、お知らせいたします。 

 

１．役員退職慰労引当金の取崩し 

(１) 取崩しの理由 

 当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき役員退職慰労引当金を計

上しておりましたが、今期の業績が悪化している状況を踏まえ、取締役の同意を得て、役

員退職慰労引当金の全額を取崩すことといたしました。 

 

(２) 業績への影響 

平成 27年８月期第２四半期決算において、役員退職慰労引当金戻入額 377 百万円を特別

利益に計上しております。 

 

２．特別損失(減損損失)の計上 

 当社の保有する事業用資産において、収益性の低下がみられたため、「固定資産の減損に

係る会計基準」に基づき、平成 27年８月期第２四半期決算において、減損損失 129百万円

（店舗 121百万円、本社共用資産 7 百万円）を特別損失として計上しております。 

 



３．繰延税金資産の取崩し 

 当社は、今後の業績見通しを踏まえ、繰延税金資産の回収可能性について慎重に検討し

た結果、平成 27年８月期第２四半期決算において、繰延税金資産の全額を取崩し、法人税

等調整額 415百万円を計上しております。 

 

４．業績予想の修正について 

(１) 修正の内容 

当期の業績予想数値の修正（平成 26年９月１日～平成 27 年８月 31 日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
１株当たり 

当 期 純 利 益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

9,107 

百万円 

105 

百万円 

105 

百万円 

8 

円 銭 

3.89 

今回修正予想（Ｂ） 7,870 △478 △456 △796 △373.71 

増 減 額（Ｂ－Ａ） △1,237 △584 △561 △804 － 

増 減 率（ ％ ） △13.6 － － － － 

（参考）前期実績 

（平成 26年８月期） 
8,844 △480 △459 △386 △189.62 

 

(２) 修正の理由 

 当社が属するカジュアルファッション業界におきましては、消費税率引き上げに伴う消費

マインドの低迷により個人消費の回復が遅れ、不透明な状況が継続しております。また、円

安進行による輸入原材料の高騰が影響し、仕入コストが上昇するなど厳しい経営環境が続い

ております。 

当社におきましては、衣料品に対する消費者の節約志向が根強く残る中、既存店売上高の

減少に伴い、前回予想を下回る業績見通しとなりました。 

売上高につきましては、第２四半期累計期間（平成 26 年９月１日～平成 27 年２月 28 日）

における既存店売上高の減少、及び第３四半期会計期間以降（平成 27年３月１日～平成 27

年８月 31日）における既存店売上高の前年対比を修正いたしました。また、当該内容に加え

て、今後の収益改善が見込めない赤字店舗の閉店を考慮し、前回予想を 1,237百万円下回る

7,870 百万円となる見込みであります。 

 利益面につきましても同様であり、売上高の計画未達が影響し、営業利益、経常利益はそ

れぞれ前回予想を 584 百万円、561百万円下回る見込みであります。 

  



 当期純利益につきましては、業績不振に伴い役員退職慰労引当金を取崩した一方で、店舗

リストラクチャリングの推進に伴う減損損失の計上及び繰延税金資産の全額を取崩したこと

により、当期純損失 796百万円となる見込みであります。 

 上記の見通しを踏まえて、当第３四半期会計期間以降（平成 27 年３月１日～平成 27年８

月 31 日）及び次期（平成 27 年９月１日～）におきましては、業績の回復に向けて、不採算

店舗をさらに積極的に閉店し、収益回復を達成するとともに、経費削減及びインターネット

販売事業に注力する施策を実施してまいります。 

 

(注) 上記に記載した予想数値につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したもの

であり、実際の業績等は今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

 

以 上 


